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ビジネスジェットに関する技術規制緩和の取組み

平成23年度

平成24年度以降

9～10月

12月

3月

全事業者からヒアリング → ２５１項目の要望（重複を除くと、1２９）

（うちビジネスジェットは、 ２１）

要望Ａ[年内対応]

・緊急性の高いもの

・早急に対応可能なもの

要望Ｂ[年度内対応]

・要望Ａ以外のもので、実証
実験等の必要がないもの

要望Ｃ[24年度以降に対応]

・実証実験等の必要があり
検討に時間を要するもの

検 討

改正を実施

改正を実施 対応方針、スケジュール

を明らかにする

検 討

検 討

改正を実施

実証実験等

検 討

集中改革期間（平成23年度～25年度）内に、新たな基準の定着を図る

検
討
・
フ
ォ
ロ
ー

■ 国土交通省成長戦略（平成22年５月）を踏まえ、航空の安全に関する技術規制（法令・通達・運用）のあり方
を見直す。

■ 国際標準、欧米の状況等を踏まえ、安全性を確保しつつ、国際競争力の強化及び利用者利便の向上を目指す。
■ ビジネスジェットに関する要望のうち、小型機に特化した制度については別途検討する。
■ 年度内に実施することを原則とする。

有識者委員会（H23.12～）

・学識経験者、規制改革会
議委員経験者等で構成

要望Ｄ[対応不可]

・国際標準、欧米の状
況等と遜色がないな
ど、見直しが困難な
もの

ビジネスジェットに
関する技術規制検討会

・欧米の基準を参考にしつつ、
我が国における小型機の制度
の導入について検討
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第２回で報告・議論 （２９項目）

検討の流れ

事業者からの要望（全項目）
２５１項目

事業者からの要望
（重複する要望を統合）

１２９項目
第２回～４回で報告・議論 （９８項目）

第１回で報告・議論 （３１項目）

○ 対応（要望 Ａ、Ｂ、Ｃ） ２８項目
（現行制度で対応可能なものも含む）

× 対応不可（要望 Ｄ） ３項目

集約

○ 対応（要望 Ａ、Ｂ、Ｃ） １９項目
（現行制度で対応可能なものも含む）

× 対応不可（要望 Ｄ） １０項目

その他案件 （２８項目）

・ビジネスジェットに関する要望 （２１項目）
→ビジネスジェットに関する技術規制検討会
を立ち上げて別途検討

・他省庁の所管に関する要望 （３項目）
→内閣府にて別途検討予定

・その他（要望取り下げ等） （４項目）

第３回・第４回で報告・議論 （４１項目）
→比較すべき諸外国の制度等を調査中

２月６日

１２月６日
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（参考）「規制・制度改革に係る方針」（平成２３年４月閣議決定）

【その他（物流・運輸） ⑬】

規制・制度改革事項 ビジネスジェットの利用促進に資する規制の見直し

規制・制度改革の概要 ① 小型ビジネスジェット機によるチャーター事業に係

る参入基準及び運航・整備基準につき、国際民間

航空条約附属書に定められた国際標準への適合を

前提とし、米国の基準を参考とした包括的基準を導

入することを検討し結論を得る。また、包括的基準

の導入の検討と並行して、関係者からの要望等を

踏まえ、「機長に要求される資格」「耐空性の確認」

等の個別の項目について、順次、小型機のオン

ディマンドチャーターを対象とした基準の導入を検

討し結論を得る。＜平成２３年度検討・結論＞

② 略

３


